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最適関税の基礎理論 (そのー)

坂下昇

'1.序

いわゆる最適関税の公式というものは，ピツカ{ダイク，エッジワ戸ス，

カ{シ， リトノレ， グラ{ブ， ミ戸ド i/ヨシソシ等1)Iζより， いままでくり

かえし論じられて来た。しかし，これらの人々による公式の導出がおおむね

2国二財という簡単なモデルを前提にしていることは別としても，その議論

がほとんどすべてオツファー曲線あるいは輸入函数，輸出函数の弾力性の概

念、lこ基づいてなされている ζとは，公式の有用性lζとって大きな制約となっ

ている。その ζ とを見るために，一つの例としてジョシソシによる公式導出

法を採り上げてみよう。

いま 1，II両国が一定の初期保有量から出発して交換均衡に達する場合

を考える乙ととして，両国の選好パタ戸シを第1.1図のようなボックス・ダ

イアグラムで示す。第1.1 

図で OX1は第I国の，OX2 X 

は第 II国の X財初期保有

量，OY" OY2は同じく両

国の Y財初期保有量を表

わすo また A点lζ対し凸な

曲線群は第I医|の選好パタ

戸シを示す無差別曲線群で

あり，同じく B点lζ凸な曲

線群は第四の1惜別曲じ I国) X， 
線群である。第I国にとっ
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第1.1図
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最適関税の基礎理論(そのー) 坂下

ては東北方lζ進むほど，第 II国にとっては西南方lζ進むほど厚生の高くな

るととはもちろんである。国際価格の変化に伴なう第I国のオツブア{曲線

は O点から出発する OE曲線であり，同じく第 II国のオツプア戸曲線は

OF曲線である。したがって，両国とも無関税の場合の II国間貿易の競争均

衡点は両曲線の交点である Q。点であり， 乙の均衡点で第I霞はX財の Ox

量を輸出し y財の Oy量を輸入している。 乙のとき X財対 Y財の相対

価格p=与の国際および閣内均衡値は醐 OQoの勾配急時しい。… e yy 

さて，第 II国のオツブア{曲線 OFが与えられたとした場合， 第 I国

にとってはなんらかの方法により，曲線 OF上で自国厚生が最大となる点，

つまり曲線 OFとある無差別曲線との接点仏で交易を実現する乙とが望ま

しいわけである。 そのために第I国の政府当局は自国の Y財輸入に対し関

税を課するととによって，みずからのオツプア戸曲線を点 Q，を通るように，

円念じ託げるJととを試みるであろう o

第 I国が Y財の輸入lと対して rという率の従価税を課した場合の第I

層オツブア{曲線は， rx財対 Y財の菌内相対価格 P持と国際相対価格 P
との比率は， 1: (l+r)であるJという条件だけから導かれる九新オツブ

ア戸曲線 OE'上の各点を通る第 I国無差別曲線のその点においての接線の

(dy¥ 持マi
勾配(~~ ) は圏内価桔p-'kIC寺しく， またその点、と O点とを結ぶ直線
¥叫'"/ r.rND. 

の勾配は国際価格 PIζ等しいから.新オツプア{曲線 OE〆上のすべての点

では，

52=P=P(1+r)=(釦 (l+r)
V>1.i¥品;V/ I.IND. 

が成り立っている。したがって曲線OE'がたまたま Q，点、を通るとすれば，

(は1. 1) 兵築写=Pι=p'!.'持汽仙÷吋(
にUノu凶 L¥ μ誌語;/ I.r以百D..JQ仏z 

rr dy ¥ 1 u.. であり， しかも (1.1)左辺のI(ーョー は長 II国のオツブア{曲線 OF
し¥ax/r.INDJQ， 
r (dy ¥ 1 ，~ 

のQ，点での接線の勾配I(一一) I 九等しい。 このことから第 I固にとっL¥dx )OFJQ， 
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経済学研究 19 

ての最適関税率 roptは，

(1. 2) r opt = g~ -[ (宏)oJQ，-l
と表わされる。ここで(1.2)の左辺第1項は第 II閤オツプア戸曲線上Q，点

での Y財の X 財lζ対する開力d陸の値に等しい。

以上より， r第 II国のオツプア戸曲線を所与とした場合の第 I留の最適
関税率は，第 II闇オツファー曲線の需要弾力性Euから 1を減じたものに

等しい。Jというジョシソシの命題が導かれる 3)

と乙ろで上述の1/ョシソシの公式導出法において，中心的な役割を占め

る第 II国オツブア{曲線の弾力性(正しくはその均衡値)は一般的lこは価格

および貿易量の変化に伴なってそれ自身変化するものであり， したがってま

たそれは価格および貿易量を通じし関税率そのものの函数であることは明ら

かである。したがっていま最適関税公式が，

(1. 3) ropt=Eu-1 

のように表わされたとしても， これに加えて弾力性(の均衡値)Euと関税率

rとの函数関係が明らかにされない限り， この公式に基ずいて実際の最適関

税率を算出することは不可能なわけである。

もっともグョシソシ，ゴーマシ等の論者は乙の点を痛感、していて，上の

函数関係に煩わされすに済む場合，つまりオツブァー曲線の弾力性が一定と

なる場合を想定し，その乙とのために必要な前提条件を探すという手法を用

いているぺしかし ζのような手法が理論の一般性という見地から望ましい

ものでないことは言うまでもない。

本稿で私は関税政策の下での国際貿易に関する一般均衡論的なモデノレに

基ずいて，最適関税の問題のできる限り一般的な取り扱かいを試みたいと思

う。以下の第 2，3節では慣習的な 2園二財モデノレが考察される。第2節で

は民間部門および政府の需要パタ{シがあらかじめ与えられていて，関税率

の操作のみによって間接的に最大厚生が目ざされる場合が比較静学的に扱わ

-12 -
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最適関税の基礎理論(そのー) 坂下

れる。第3節では関税率と政府による消費量とが最大厚生を目ざして同時的

かっ亘接的に決定される場合が扱われ， さらに2国聞の関税競争の勤学的

過程が考察される。 つづく第4節では同じ問題の少数国 n財モデノレへの拡

張が試みられる。最後の第5節では前節までの，交易条件改善を目的とする

関税の議論を離れて，圏内産業保護を目的とする関税政策の問題が新たに論

じられて本稿を終わる。

1) [1] p. 102， [2] p. 361， [7]， [8] p. 238， [4]， [9] p. 34-78， [5] p. 29-31 

2) 関税を含むオッファー曲線の最も簡単な導出法は，消費者は関税収入の使途にーさい

関係せず関税収入者(政府)は輸入財の形をとる関税収入をそのまま総消費につけ加え

るととを仮定して，無関税のオッファー曲線 OEに基づいて， 22zl十r(第1.1 
田'瓦

図参照)のような関係が各点で成り立っている曲線 OE'を求めることである。しかし

乙の場合にはクョンソンの最適関税公式(1.3)は近似的にしか成立しない。本文で述

べられている条件を，ジョンソンは [6]で「関税収入が消費者に(直接または間接に)

再分砲される場合。」の条件として述べているが，その再分配の方法が具体的にどのよ

うなものであるかについては明瞭でない。もし関税収入がすべて消費者に還元されて

その処分方法がまったく消費者の自由に委ねられるとし，さらに(総体としての)消費

者がこのような関税収入の処分されかたを十分意識しているとするならば，乙のよう

な関税制度はその国全体の需要ノfターンを変化させる効果をまったく持たず，第 I国

のオッファー曲線は課税の前後でなんら変化しないはずである。何故なら，このよう

な関税制度実施の前後において，消費者にとっての収支制約条件は少しも変佑してい

ないからである。したがってもし関税制皮の目擦が自国の交易条件の改善にあるのな

らば次節以下で述べるように消費者と関税収入者の需要パターンを切り離して考える

のが正しい。

3) 次節での議論のためには.2)，(1. 3)をジョンソンに従って多少変形しておく。曲線OF

上lこ示される第 II国の Y財輸出量約を持品土舟の相対価格p-l=子の函数と
PX 

して考え，Ye=g(P-l)と表わす。函数 gのQ，点においての勝力性を [eg]Qlとすれば

(長)I dYe 1 ox' I r ( d(叫
ザ]仏=可寸評.1=(Zjzf[(df)。J仏
36-[(去)01'J仏ー1 Enゴ

という式が導かれる。この式を用いれば最適関税公式は，
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II. 2国ニ財モデル -Aー

i) 本節および、次官f1でわれわれの取り扱かう慣習的な 2国二財モデノレは

次のようなものである。

世界貿易市場は第 1および第2の2国より成り xおよび Yの2種の

財が取引される。各国の国内経済はさらに民間部門，決済機構および政府の

3部門から成り立つ。これらのうち決済機構は国内的および国際的な取引き

の仲介を行なうだけであって，独自の行動パターシを持っていない。

民間部門は国内資椋完全雇傭の前提の下で，X財および Y財lこ関する

転形函数によって示される制約lζ従って生産を行ない，その生産物をーたん

決済機構に圏内価格ですべて売り渡し，その代金で改めて両財を決済機構か

ら圏内価格により買い受ける。民間部門の生産および購入の行動は与えられ

た国内価格の下で，同部門の効用医l数を最大lとする ζ とを目標として決定さ

れる。

決済機構ははじめ民間部門から X財および Y財を買い入れ，次にそれ

を民間部門および政府に園内価格により販売する。ただし，販売量が購入量

を越える場合にはその分を他国から国際価格で輸入して不足を埋める。加え

てその際政府に対し一定の輸入従価税を支払う。逆に購入量が販売量を越え

た場合には，その分を他国に国捺価格ですべて輸出する。 したがって，全取

引きが終了した際には，決済機構lとは財および貨Ij貯の残量はまったく存在し

ない。

政府は輸入従価税による収入によって，決済機構から X財および Y財

を所与の国内価格で買い入れる。その際の行動目標は政府自身の効用菌数を

最大にすることである。

- 14-



最適関税の萎礎理論(そのー) 坂下

以上の行動パタ戸シを第 1国について定式化すれば次のようになる。

記号 X，~ 第 1 国の X財生産量

Y，ι 第 1国の Y財生産量

お，=第 1国民間部門の X財消費量

y，=第 1国民間部門の Y財消費量

x;=第 1国政府の X財消費量
y;己第 1国政府の Y財消費量

ゐ(=X，-X，-X;) =第 1国の X財11翁出量1)
y，，，(ニ=Yl+Y;-Y

'
)ニ第 1国の Y財輸入量

ム =X財の閤際価格

九 =Y討の国際価格

r=第 1国の Y財輸入に対する従価税の税率

u = u (X" y，) 第 1国民間部門の効用函数
U."=ポ (x;，Y;) 第 1国政府の効用函数2)

T(X" Y，) = 0 第 1国の技術的転形同数

民間部門;

ム，九，rを所与とし

(2. 1) ム同+(l+r)pyY，三;;;p"，X，+(l+r)pyY， 

(2. 2) T(X
" 
Y，) = 0 

の制約下で，

(2. 3) u(x" y，) 

を最大化。

政府;

Px，九，r， x" Y，を所与とし

(2. 4) 九ぉ;+(l+r)九y;話rpy(仇+y;-Y，)

の制約下で，

(2. 5) U持己 U後(x;，y;) 

を最大化。

- 15ー
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国際収支;

(2. 6) ム(aJ，+ぉ;)+九(払+y;)亘ムX，+九Y，

函数 uおよびがは強い意味で逓増的かつ強い意味で凹であり 3) また

すべての変数について2団連続微分可能であると仮定する。この強逓増性仮

定により民間部門および政府の主体的均衡においては， (2. 1) (2. 2)および

(2.4)は等号が成立する。また (2.6)は (2.1)と(2.4)とを辺々加え合わせる

ことによって導かれるから省いても差支えない。

J欠lこiEi数 Tは強い意味で逓減的かっ強い意味で田であり，原点 (X1=O，

Y1=O)でプラスの値を持ち，また 2回連続微分可能であると仮定する。この

仮定により X1とY1との間の限界代替率は常lこ逓増的である。

第 1国内三部門についての取引き関係を図で示せば，第2.1図のように

なる。乙の図で一→印は貨幣の流れを・H・p印は財の流れを示す。

(x.. ¥1， J 

//， (Xl YJ:¥ ---・・・ ・・--、ー
グ，./'~x，+(I +nPä yI ...~心

|氏尚部門| い
Ml+(i+r)Mv 

治

llM山)削~I $i. 
正久 』荷

1¥、、 rML//
( Xi • )1; ) 

第2.1図

(2. 1)"，(2. 5)の各々より，所与の国際価格および関税率の下での，第 1国

民間部門および政府の主体的均衡条件を導出すれば下記の各式が得られる。

(x.) 
.，.，...--‘--.:出

タト
p， Xe 

Po ih" 
国

，
 
，
 
，
 
，
 ，
 
，
 
，
 
，
 ---

h
 

旬

、、、
(1I m ~ 

ただしこの場合， 変数 (Xl' Y" aJ" y" aJ;， y;)のすべてについて内点均衡の

成立することをあらかじめ仮定する 4) また，記号 PはX財の Y財lこ対す

る相対価格ム/ρUを示す。
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最適関税の基礎理論(そのー) 坂下

(2. 7) u町(1+r)= uY1 P 

(2. 8) TX1(1+r)= Ty1P 

(2. 9) T(X1， Yl)""" 0 

(2.10) PX1+(1+r)Y1-Px1一(l+r)Yl= 0 

(2.11) uえ=u;;P
(2.12) r(Yl-Y1)-Pxi-yi = 0 

ことで，

δ'u aT ぷ δu発
U~ 一一一一 1十 =一一一一 u:;.，=一一一-: :.c1 ax

1
， ~ A1 - ax

l
， ~VXí a.xi 

等。

記号を適当に変更すれば， (2. 7)~(2. 12)と同様な関係は第2国について

も成り立つ。ただしそのとき，第2国では Y財が輸出財 X財が輸入財で

あり， したがって関税は X財に対して課せられることはもちろんである。

主な記号変更は，

s=第 2国の X財輸入lと対する従価税の税率

v=η(x2， Y2) 第2国民間部門の効用函数

ρ己が・(x;，y~) 第2国政府の効用函数

S(X2， Y2)=0 第2国の技術的転形函数

各経済部門の行動ノミターシおよび各閣数lこ関する仮定は第 1閣の場合と

まったく同様である。さらに第2閏についても内点均衡を仮定すれば(2.7)-

(2.12)に対応するものとして，次の均衡条件群が得られる。

(2.13) vx， = vy，(1+s)P 

(2.14) Sx， = Sy，(1+s)P 

(2.15) S(X.， Y2) = 0 
(2.16) (1+s)PX2+乙一(1+S)PX2-Y2= 0 
(2.17) V;; = v;;P 

(2.18) SP(X2-X2)-PX~-μ=0 

乙乙で，

17 -
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~，~ i3v S" = í3~主 δu*-ニ一月一一一←
....~ aX

2 
-J'>..z aX

2
， vXz θ4 

以上lζ加えて爵内および国際市場全体についての x財および Y財の

需要一供給のパラシスが次の 2式で示される。

(2. 19) X， + X2己お1+xi+x2+必
(2.20) Y， + Y2 = Y， +yi-ト Y2+Y~

ところで， (2.20)は (2.10) (2. 12) (2. 16) (2. 18) (2. 19)の諸式を用いて導く

乙とができるから，独立でないものとして省いても差支えない。こうしてわ

れわれは Xi• Y i • Xi， Yi， X~ ， y't (i = 1， 2)および Pの 13個の変数について，

(2. 7)-(2. 19)の 13個の方程式を持つことになり，関税政策下の 2国間国際貿

易に関する均衡体系を得たわけである九

り ある国がある財についての純輸出国になるか純i愉入閣になるかは，国際経済均衡の行

きついた先でなければ判明しないわけであるが，特iこ2国二財モテリレの場合は，各国

の封鎖的経済均衡で成立する相対価格の大小関係(ただし内点均衡を仮定する)によっ

て，あらかじめ輸出財，輸入財の判別をする ζ とが可能である。ここの定義はその意

味でなされている。封鎖的均衡仰いての第1聞の価格を長，和国内のそれ
"Y 

ゐ~2) .... .... "'"' ~n，~ '-"1.. p~l) ゐ∞
を一三γ とすれば，乙 ζ の設定は一一<~γ と仮定することに等しい。p12)-""'-'  ----~~.".p1') ~P~ 

2) 政府の財購入により ζの国にもたらされる追加的効用の大きさは，民間部門で既に逮

せられている効用水準に依存するものと考えるのが妥当であろう。しかし本節では民

間部門の効用と政府の効用とを一応切り離して考える。この ζ とは第l国政府による

同国の経済厚生向上政策が関税率操作という間接的な manipulationのみによって行

なわれることを滋旅している。政府の政策的介入が， もっと直接的な形をとる場合の

議論は次節で扱われる。

3) ある函数f(X，Y)が強い意味で問とはfの定義域内の任意の 2紐の変数 (X(1)， Y<り)

(X(2)， Y(2))および任意の 0<0<1 に関して，不等式

f((1-0)X(1)+OX(2)， (仏1一0的)Y(ω1)十OY(ω2吟〉

>(いl一0的)f(X'くω1り)， Yく刈十Of(Xω，Y(2)) 

が成り立つことを言う。

4) 乙の仮定をはずした場合，均衡条件は次の形に一般化される。

-18 -



最適関税の基礎理論(そのー) 坂下

{世X，= UX ， -À1P~玉 O き

(2. 7)') Ov， =目的ーん(1十r)壬O

tか1約十0//，1/1口0， 町三三 0， Y1~0 

i φτ， =A，P十μ1TX，三五O

(2. 8)')件Y，= A，(l十 r)-I-μ1T九三三O

1再x，X，十品Y，Y，=O， X，ミ0， Y，迄O

iψx{=U;"i-V1P壬O

(2. 11)' ~ψv{ = U;;~i- 1I 1 豆 0

l <Tx， x{十ψv;y~ = 0， xf孟0， y;;ミO

ここでふ ψ~'Ì，

o = U(Xl' 1/1)十ん{PX，十(1十r)Y，-Px，一(1十r)Y1}-1-μ，T(X" Y，) 
ψ= U~f(X~ ， が)十内 {r(y，-Y，)-Px;-y;} 

というラグランジュ形式であり 3 未定係数もん孟 0 ， μ1~0 ，内這 O の非負条件を満

たさなければtJ:らない。各変数の非負条件がすべて不等号で成立すれば本文の内点均

衡方程式若手が導かれる。(ただし本文では正値条件を省略している。)

5) (2. 13)~(2. 18)にも前註と同じ一般化を加えて，阿国についての主体的均衡条件を並

列し，それらに (2.19)(2.20)の等一不等式形式を加えた国際経済均衡体系が全変数に

ついての非負条件を満たす解を持つ ζとは，一般均衡体系における解の寄在問題の特

殊な場合としてそれ自身厳筏な証明を必要とすることである。ご財モデノレという特殊

型住;こ強4依在した簡単な証明法としては次のような手続きが考えられる。それはま

ず (2.19) (2. 20)をはずして，代りに X対についての超過需要函数

xE(P) = L; (均十xi)-L; Xi 

を構成し，ある特定の小さい Pの正値Fについて，∞E(Pl>O，また特定の大きいPの

{直?について，xE(Pl<O であること，さらに P 豆 P~玉 F という P の区間で，∞E(P)

が連続であることを導き， ζれらから Pの上記区間のある点九で xE(九)=0となる

ζ とを(中間値の定理を用いて)示すという方法である。しかし ζのような証明法は一

般住が芝し過ぎると言わなければならない。私は本節の補論として，より一般的な均

衡解の寄在証明を誠みる予定である。

ii) 次にわれわれは第 1国の立場ーから見て，第2屈の関税率 Sを所与と

して自国の関税率 rを変化させたときの諸効果を考察しよう。 しかし 13儲

の均衡方程式を同時に扱かう ζ とは面倒なので， 乙の問題を部分均衡論的lζ

処理してゆく。

- 19ー
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まず， (2. 7)-(2. 10)について rIζ関する比率静学式を主導けば次のように

なる。(以下すべて rの変化後でも内点均衡が成立していると仮定する。)

Ux戸，(l+r) ux，y，(l+r) O O 
dx， 

-Uy，x，P -Uy仇 p dr 

O O Tx，x，(l十r) Tx，y，(l+r) dy， 

(2.21) 
-Tx，y，P -Ty，y，P dr 

O O Tx， Ty， 
cJ，X， 
dr 

-P 一(l+r) P ¥l+r) i dY1 
dr 

dP 
U，，-一一 -Uy， dr wx， 

x
 

T
 

yr-r 

d
一dY 
T
 

O 

dP 
(お，-X，)ヨ子一 +(y-Y，)

ここで

δ2U a?T 
U 一一一一一一 1 Y.Y 一一一一一一一-
'
X11/1 aX

1δy，' .L "，r， -aX，aY， 

等。

ここで U および Tの函数に対して，各財の独立性，すなわち u叩，=0，

Tx，y， =0という追加的な仮定をおく。乙れらの函数が指標的な性格を持つ

ものであることを考えるならば，乙の仮定は必ずしも厳しい限定ではない。

そのとき (2.21)の左辺の解ベクトノレは次のように示される。

d~引z引 1 r.. (1 ， M¥ __ D(_  V¥l. dP 
(ο2. 22 似川2μ川1) 万万r 三討[叶iいい料W叫九叫叫Uれy，(1パ，(1は1+付川r付)一μ y仇川/九1
一去{ux，(l十r)十Uy，y，P(y， -y，)} 
dy， 1 f.， Tl，.. /1 ， ..¥lM ~T\ì dP 

(2.22.2) ず=-A tUy，P+叫ん(l+r)(x，-X')I.dr 

+を{Ux，p-Ux，x，(山)弘-y，)}
- 20-



坂下最適関税の基礎理論(そのー)

dX1 Tえ dP TX，Ty， 
dr B dr B 

dY1 TX，Ty， dP ， Ti:， 
一一一一一ι-dr B dr' B 

(2.22.3) 

(2.22.4) 

ここで，

A. = uXl~l(l+rY+uれれ p2

B = Ty，Tx，X，(l+r)+Tx，Ty，y，P 

次に (2.11) (2. 12)を同じく rIζ関して全微分すれば，

[; 1 

dr 

dvi 
dr 

uZy;一時;y;PP
 
P
1
 

2
 

特
例
yu
 

m
 

v
y
J
Z
1
 

M
 

/
l
l
!
!
1
1
1
1
1
i
¥
 

(2.23) 

-1 -P 

止 dP
uÿ~万戸

/ dP .. dYl ，.. dY， 
ー(払-Y1)+x一一一-r~:'l +r一一一

1 dr -， dr T'  -dr 

とのとき (2.23)を解い

dxi 1 (1..* ..<+ Tl.." dP ，.." .. n ( dVl dY1¥ 一一=一一 ~(ut:-u;;.γ Pxi)一一+ゆ .rPトι 一一一ldr A.IいYi "YiYí~ -'J dr '''YiYi' ~ ¥ dr dr ) 

+uZ;♂ゆl-Y1)}

とこでも函数 u告について，U~~y;=O の仮定をおく。

(2.24.1) 

て，

dV; 1 f f..'~ _/，..* D¥ dP ，.，* .. ( dVl dY1¥ dr'=A，t叫 ;xi+ut;P)方叫;ィ(万戸- ~dr' ) 

+uk弘一五)}

(2.24.2) 

ζ こで，

A/zuZ;九十MZiu;P2

が得られる。

第 1国全体の厚生函数を民間部門の効用と政府のそれとの連続函数とし

- 21 
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ー(2.25) θW θW 
ーヶー>0. '::":' >0 
oU oU官

のように表わすならば rの変化による Wの変化は(2.22.1)(2. 22. 2) (2. 24.1) 

(2. 24. 2) (2. 22. 4)の諸式を用い， さらに(2.7) (2. 11)を考慮することによって

次のように総括される。

(2.26) 笠 =1一三EE.2L(Zl-X什 2Z.dp〔r!五五
lδU l+r δu後 1'-'I 

uYl P+UXIXl(l+r)(X，-X，) 1 -r.， 1 dP 
-xiJ I・--J ~1-' J' dr 

r aW UY1 (.. ....r'， aW ..o. r-.. f Ti. 
-LIZ-dH1-Y什 aU* ・ u~;Crtゴデ
U忽lP-UXlXl(1 +r) (y，-Y，) 1 1.. ....n-，l 

A f一(y，-Y，)] J 
いま (2.26)で r宇0，すなわち初期時点においては第 1国の輸入に対ーす

る関税がきわめて小さく， したがってまた政府による財の購入もきわめて小

さい (x'キ0，ダキ0)とすれば (2.26)は，

rdTrTア1 aW ~~， dP 
(2.26. a) Iーヲ了| キーて:-;-Uy， (x，-X，)っァ

L ur -1'1手 o帥 'H

ー(ブヘす)ト u*uy:一切 . uY1 )(y， -Y，) 

と簡単になる。後lこ吟味されることであるが，Y財に関税が課せられること

によって第1固においての Y財需要が減少し，そのために X財の相対的国
dP 

際価格が上昇すると考えれば，万戸>0であるから， (2.26. a)の右辺第 1項

/δW 恭 aW ¥ 
は正であり，また第2項の正負は(百五円;一石川の正負l乙依存してい

r dTrVl 
る。したがって|つ~:. I 全体の正負は，民間部門効用対政府効用の相対的

L UI  -.1，，-0  

重要度に一部分依存しているわけである。一つの plausibleな場合として，Y

W aW 
財の社会的限界厚生が民間部門，政府を通じて等しい。すなわちで7 日て-

dYi dY， 
という状況を考えるならば， (2.26)は

(2.26. b) [子1*0=t一等川-X，)与
- 22-



最適関税の基礎理論(そのー) 坂下

となり，前述の諸仮定が満たされる眼りその右辺は常lと正である。よって次

の命題を確認することができる。

く命題 1> 2国間貿易に際し国内的および国際的民間市場において

完全競争の諸原則が支配しているとき 1国が自国の輸入財に対して新たに

関税を課するととは，他国の関税率が不変にとどまる限りその国(新課税国)

の経済厚生にとってほとんど常に有利である。

(2.26. b)はこのような場合，第 1国の関税による厚生増大はもっぱら純

交易条件の自固に有利な変化lこ基づくものであり，その増大量は純交易条件
I dP¥ 

変化量 ¥d~ )と課税前の貿易量(瓦-:1)，)の積に比例していることを示して
いる。

dW  
さて， (2.26) にたち戻って一一~=o ならしめる最適関税率 ropt を求めよ

dr 
う。 (2.26)の右辺をゼロとおいて (2.7) (2. 11)を参照しつつ解けば

([..1_ -.:r¥， .....*../il dP I ~ U，，，(叫 -X，)+WUネ j一一一川町 'j P dr 

(2.27) 
y fl +(y，一叫す-叫)
哨一 ωut;I {ATx，TY1-B仰れれux，x，Q(，お，-X，)]}与

ことで，

aWIδW 
w=一一一:;-/一一一
δu". / au 

(-(Aq-B民 P-UX，x，Q

Q=1+rzhp=主'-P
ιz，X
1 

1. X
1 

Aニコ U沼市Q2十Uy山 P2

B = Ty， Tx，x，Q + Tx，Ty，y，P 

となる。

(2.27)の右辺はかなり複雑な式であるが，それを構成する各項は第 1国

および第2国の関税率九 Sが与えられ，園内および国際市場において均衡が
dP 

達せられるならば drを除いて，第 1国にとってすべて測定可能な諸量で

- 23 
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ある。 新らしい国際均衡その上で第1留がその関税率を僅かに変化させて，
dP 

価格より drを求めれば， (2.27)の右辺の大きさ p=ρ(r)が fの函数として

得られ，これと rとを比較することによって，はじめの rが果して最適関税

率であったが否かを調べることができる。 rのきわめて低い段階では Yくp(r)

であるから， かなり低い rから始めて僅かずつそれを変化させ， y=ρ(y)な

る子を求めればそれが最適関税率 roptである九

現実的lこは第 1医|が y!ζ至る前に第2国もその関税率を変化させるで

あろう。 そのことによって(2.27)に現われる諸変数の均衡値は変化するが，

関税率の最適性をチェックするという式そのものの意味は変らない。 し7こが

って第2国がしばしば Sを変化させても， 第 1国は (2.27)によって， rsの
最後の値を所与とした上での」最適関税率 roptは達するであろう。 しかしそ

のときに得られる第1国の経済厚生は，最初それが目標としたものと異なっ

て(おそらくはより低くなって)いる。 とれは報復および関税競争の問題であ

るが， その詳細は次節以下lζ譲る。

さて， (2. 22. 2) (2. 22. 4)を用いて (2.27)を再構成すれば，

(2.27. a) 

(.. 1_ V ¥ ， .....-); _/1 1 dP ， (t弘一¥
l Ux，(;問-x計WU~~什377J+l Q' -wut;) (y， -Y，) 

ropt = 、 一一投 d(y，-Y，)
W 内 dr

となる。

前述とほぼ同じく， UX1 =叫と仮定すればロ 7)(2.11)よりな=叫;

さらに ropt， xjおよびYiが比較的lζ小さい値をとる場合を考えればであり，

(2.27. a)は

(2.27. b) r ムー笠i..~ 1互主
0狩--;- ut: 盈笠 P dr 

dr 

守/虫色 (~) 
噌 dr ¥ P J 

--;-1 d(会) Y叫
/ dr 

- 24-



坂下最適関税の基礎理論(そのー)

(2.27. b)の右辺分母は均衡値の変動径路上においての(したと近似される。

がって Sを所与とすれば第2国のオッフア{曲線上での)第 1国 Y財輸入量

そして乙れはグョシソ(止策2国 Y財輸出量)の価協弾力性を示している。

(第 1貸[1註3(1. 4)参照f)すなわちシが導いた最適関税公式にほかならない。

ジョシソシの公式は (2.27.a)に対して上述した程度での近似式であるに過ぎ

なし、。

次に (2.27.a)において守山ると

一仏 f/_. V"， dP.，__ "tTJI ず d(y，-Y，)三矛=プI(x， -X，) d~ + (y，-Y，)-'I 一ω ut~ --¥3万 一

dP 
となるが，万7が相対的に小さいならば， (2. 22. 2) (2. 22. 4)より分子全体は

正，分母全体も正となる。

(2.28) 

したがって関税率変化による国際価格の変化率が

政府効用lζattachされる相対的クェイトが大きくなるにつ小さいならば，

れて最適関税率は高まると結論してよい。

以上得たところを次のニ命題にまとめよう。

その輸入財輸入量の均衡値系列上で

それはほぼ最適関税率であると見倣すことが

第 1国の関税率が，

ギ」
m

B

りな
T

レ等

>

に

2

出

題

力

命

弾
く

格高山叫，A什st.の

ζのような近似関係しかし第 1国政府の関税収入が増すにつれて，

は不正確になる。

できる。

関税率の変化に基づく国際価格の変化率が小さい場合，く命題 3>

最適関税政府の効用函数lζattachされるクェイトが大きくなるに伴って，

可7v"

rm 

;
:
一
切。

率はより高くなる。

ζのような ζとが言えるためには， ρ函数が連続

でかつ，少なくとも roptの近傍では<1包子.:1<0
LJr 

でなければならない。ところで，rをきわめて大きく

すれば2国聞の貿易は惇止されるから，そのような f

のうちの最小値 η叫について，

W(r= rm)< W(r= 0)， 
( <1W ¥ 

しかも (~l >0であり，かっ Wはfの連続図
¥ LJr I r手O

- 25-
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数である。したがって W(けはァの変域O豆 r~r'11t において最大値 W"，ax=W(ropt) 
4W ーを持ち，その点の前後でーァーは正から負へとi!i広ずる。乙の ζ とはr<ρ(1')よりr>ρ(r)
LJr 

への変化を意味するから，前述の条件は満fこされている。

2) [6] tこだしジョンソンのこの論文では関税収入が政府によってどのように使用される

のかは明らかでない。

dP 
iii) 最後にいままで未決定のままに残されて来た drの比較静学解を導

出しよう。そのためにはまず，第1国の関税率が変化したとき，第2国の均

衡体系が示す反応を調べなければならない。 (2.13)-(2. 18)に(2.21)と同じ手

法を適用して次の諸式を得る。

(2.29.1) 

(2.29.2) 

(2.29.'3) 

(2.29.4) 

(2.30.1) 

(2.30.2) 

_.，~ dP 
芳=でい，-v1I，1I，(1+s)P(x，-X2)jd~ 

dy， 1十sr..11 ， ~\D 1_ v-J. r でいい)P一山引}~~ 
1 (~O.. ，~dP 

ニユ=一 ~S九 (l+s)) ~: dr D l~r ，\~ ， ~I J 

dY2 1 r c' c' f1 ， ~\ì dP 
dr ボ -Sx，SY，(l+s)jdr 
バザ 111 ー (， ，~l 
--一一(1vγ +v;γ P~(お2-X，)S-xn I :~. dr - C' ¥! VY， ' VY2Y2~ l'-2 "~2/~ ~"J! 

V;SP2 [血ー釦
dr dr! 

g=会([-vt;P+v:;x; ((お2-X2)S-X;}]穿
;sp[血一生])dr dr 

ここで，

等。

C=v1J山 (1+s)2P2+v~，x，

D = Sy，SX，X， + SX，Sy，y， (1 +s)P 
c' = v;;，";x; +vら;P2
δ21J δ2S 

U 一 δx …ーー一一一戸，. u 守' ー一一一一ーザーー
出 δぉ;'dAAaXJ
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また，

Vx，y， =0， SX，y，=O， V~;II;=O 

を仮定。

さて， (2. 22) (2. 23) (2. 29) (2. 30)の諸方程式群と

(2.31) 生五ム笠L一生L一生L一生ι一生-()dγγ dr dr dr. dr dr -V 

とをくりかえし用いるととによって， (2. 7)~í2. 20)の国際経済均衡体系に第

1国の関税率変化という刺激が加わったときの国際相対価格Pの変化量が導

かれる。そのもっとも一般的な形式は次のようなものである。

(2.32) dP s1 +s2+s3+s.+s5 
dr a ， 十 a 2 十日3+ a• 十日5 十日6+ 日7 十九

こ乙で，

a，=一支(丸山)-uy，y，P仇-X，)}
T手

目2=13

日3-一会(uL-uh;Pd)
a， =ヱ互uλ÷AA' ""Y山 t""Y1.L I "":2:1X1 ¥..... I ， / ¥"'1 .........11 J 

d仇s口一1互udご乙，，，，TvTれV A'B ""YiYi ぷ X

内与三{Vy，-Vy，y，(l+s)内 2-X2)}(山ゐ;sP2)
日字削14-qJ)
的去[V;;+V;;y; P{ s(.お2-X2)-XO]
s， =ーをい(山+Uy，I/，P臥-Y，)}
322 TX1TY2 
B 

s3 =会uzy;P臥一Y，)
- 27-
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s，日五ZuLv;{UZIP-h(1+r)M2)}
3ι 一ι芋乙u叫ψ略叫;子ト九:?I:T A'B ~Yí?/í 

特lζ初期時点において r=icO，sキOと仮定すれば，a" a5， s" s5は

(2.32)は

+
 
a
 

広
一
+

十一
J
刷

出
一
+
+一バ
広
一
+
一
日一+

一a一一
。一政

negligible故，

(2.32. a) 

こζで，

山一去{U?/l-U仇
a~ = a2 
ai = a3 

a~ キーさ {Vy ，-Vy，y，P仇 -X2)}
S}. 

a，干 D
自i宇一会(U2i-quipd)

。:宇ーを{Ux，+Uy，?I，P(y，-YJ} 
ρ内

Q
μ

一一一一
/

2

/

E

 

A
U
l
n
u
・

自i，s;はUY1'JJlが

したがって少なくともこのような状況の下

すなわち第 1固による Y財への従価税課

日~， a~， a~， a~， a~， ß~， ß~ は常に正，

小さいとき，それぞれEとなる。
fdPl 

1ζおいてはIdr Iの正なること，
税によって X財の Y財に対する相対価格の上昇することが完全に保証され

(2.32. a)の諸項のうち，

るわけである。

さらに (2.32)にたち戻って考えても， (2.32. a)と比べての各項の変化は

以上をまとめて次の二

両国の関税率 r，S，乙基づくものであり，これらが比較的小さい値にとどまる

眼り[与]の符号は正の値をとり続けるであろう。
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最適関税の基礎理論(そのー) 坂下

命題を得る。

く命題 4> 2国間貿易がほぼ無関税の状況で行なわれているとき，

1国がその菌の輸入財関税を高めるならば，同国の同財lこ関する限界効用逓

減率が相対的lζ小さい場合は主、ら子，その他の場合ではおおむね，輸出財ー

輸入財聞の国際相対価格は同閏の交易条件にとって有利な方向へと変化する。

く命題 5> 両国によって現在課せられている関税率の値が相対的l乙

小なる限り 1国の側だけの関税率変化に関して上の命題は依然成立する。

命題4によって，初期時点で r，sともにほぼゼロの場合，命題1が (U，Yl?h

がきわめて大でない限り)完全に成立することが確立された。一般論として

は， (2.27)と(2.32)とを合するととによってわれわれは， 諸変数の均衡値群

のみによって表現された最適関税率計算式を得たわけである。
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